（連合）政策ニュースレター第281号
国に「子ども・子育て会議」設置。基本指針等について議論
子ども・子育て会議（第１回）報告


　連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

子ども・子育て支援法にもとづき、国に、有識者、幼・保団体代表者、自治体代表者、企業関係者他計25名を構成員とする「子ども・子育て会議」が設置され、第１回会合が2013年４月26日、中央合同庁舎内会議室で開催された。
　連合から菅家副事務局長が出席、主に基本指針について議論が行われた。
 
１．開会
　森雅子・少子化対策担当大臣より「2012年８月10日に子ども・子育て関連３法が成立し、早ければ2015年４月に本格施行となる。質・量の両面で改善をはかっていきたい。新制度を当事者・関係者のニーズに応えられる仕組みにしていくため、子ども・子育て会議で基本指針や各種基準を議論することには意義がある。子どもの最善の利益の実現のため、新制度の円滑な施行に向けて協力願いたい」との挨拶が行われた。
 
２．会議の運営について
　白梅学園大学教授の無藤隆委員が会長に選任された後、東京大学大学院教授の佐藤博樹委員が会長代理に指名された。
　また、給付費の額の算定基準や施設・事業の運営基準などの各種基準や公定価格の体系を議論するため、子ども・子育て会議基準検討部会を設置することが確認された（構成員は、子ども・子育て会議委員は基本的に兼務することとされ、専門委員を加え、計31名）。
 
３．基本指針について
　基本指針は子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進するために国が策定するもので、主な内容は「子ども・子育て支援の意義」、「地方自治体の事業計画の作成指針」、「制度に関する基本的事項の提示」、「関連施策との連携」とされている。特に「地方自治体の事業計画の作成指針」については、すべての都道府県・市町村で５年間（2015年度～）の事業計画を作成することになり、うち市町村は「量の見込み」、「確保の内容」、「実施時期」を明確に記載する必要がある。
　事務局より「基本指針の概要（案）」、「基本指針の主な記載事項（「子ども・子育て支援の意義」関係、計画作成指針関係）」、「『市町村子ども・子育て支援事業計画』作成時の利用希望などの把握」、「調査票のイメージ（たたき台）」等が提案・提示され、議論が行われた。
 
　菅家委員は、「質の確保」と「ニーズ調査」に関して以下の意見を述べた。
  

· 確かに都市部では「量の確保」も大事だが、「基本制度ワーキングチーム」では幼保連携をどう進めていくかが重要なテーマであった。「質の確保」のためのインセンティブを基本指針で明確にすべき。 

· 法律では「特別な支援が必要な子どもなど、まず、優先利用の対象となる子どもについて、市町村が利用調整を行い、…」とされているが、基本指針で担保すべき。 

· 実効ある事業計画を作成するためにはニーズ調査が重要だが、現状の制度を前提とした調査では本当の意向は把握できない。新たな事業に対する潜在的なニーズをどう把握するか検討すべき。 

· 地方版「子ども・子育て会議」の設置は任意とされている。こうした会議体は重要であり、当事者・関係者の納得を得るためにもすべての自治体が設置すべきであり、基本指針の中でもその点を触れるべき。
 
他の委員からの主な発言は以下のとおり。
  

· 子ども・子育て支援は未来への投資であることを明確にすべき。 

· 子どもの最善の利益の実現をしっかりと打ち出すべき。 

· 「量の確保」ばかりでなく、「質の確保」も書き込むべき。 

· 障がい児や、慢性疾患、難病を抱えている子ども、貧困状態にある子どもなど、特別に支援が必要な子どもたちのことを理念で明確にすべき。 

· 事業計画作成にあたっては、多様な地域性も重視すべき。 

· 国や地方自治体、事業者間の協同・パートナーシップが重要である。 

· ワーク・ライフ・バランスの推進には企業の関わりが不可欠である。 

· 社会が子どもの健やかな育ちを保障することを明確にすべき。 

· 保護者だけでなく、母子手帳交付者もニーズ調査の対象に含めるべき。 

· 保育士の確保とそのための処遇改善に焦点を当てるべき。 

· 子ども・子育て支援は社会保障の持続可能性の観点からも重要で、社会全体の責任・役割であることを明確にすべき。 

· ニーズ調査にあたっては、給付・事業の内容を説明する必要がある。
 

　2013年５月８日に第１回基準検討部会、５月31日に第２回子ども・子育て会議を開催。 

